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１．はじめに 

近年、我が国では時間雨量が100mmを超えるよう

な集中豪雨が頻発し、浸水被害、人的被害が発生

しており、洪水予測手法の精度向上、適切な水防

活動や避難行動を支援する情報伝達手法の開発・

構築など、広域的な水災害の監視・予測に関する

技術のさらなる高度化を進めていく必要がある。 

 本研究では、中小河川も含めた流域全体での水

災害監視・予測システムの構築に向け、アドホッ

ク水位計によるリアルタイム観測、分布型洪水予

測モデルについて検討を行った。 

 

２．アドホック水位計によるリアルタイム観測 

アドホック水位計は、水位計自体を無線通信の

一部としてデータ通信用ネットワークを構築する

ものであり、安価に複数箇所の水位観測を同時に

行うことが可能である。河川水位のリアルタイム

観測における適応性を検証するため、鶴見川支川

の恩田川を対象河川として実証実験を行った。構

築したネットワークを図-1に示す。約４ヶ月にわ

たる実証実験を行った結果、洪水時観測、長期間

観測、いずれにおいても十分な適応性があること

が確認された。 

 

３．分布型洪水予測モデルの構築と精度検証 

急激な水位上昇や洪水到達時間が短いといった

特徴を有する中小河川における洪水予測の高度化

を図るため、鶴見川中上流域を対象に、雨量の時

空間分布を直接反映できる分布型洪水予測モデル

を構築し、近年の７洪水を対象にモデルの精度検

証を行った。対象流域の最下流地点である落合橋

における平成23年9月21日洪水の検証結果を図-2

に示す。洪水の立ち上がり及びピーク付近の波形

については概ね再現できているが、さらなる精

度・信頼性の向上のため、水系上に水位観測地点

を新たに設け、その観測結果をモデルに反映する

ことにより、流域全体の流出特性へのモデルの適

合性を向上させる手法について検討している。 

 

４．おわりに 

本研究により、広域的な水災害の監視・予測に

資するアドホック水位計、分布型洪水予測モデル

の適応性、有効性を確認することができた。今後

も精度向上や改良・改善を継続的に行い、水災害

の監視・予測システムの高度化に取り組む。 
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図-1 アドホックネットワーク 

図-2 落合橋地点検証結果(H23.9.21洪水) 
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ソーシャルキャピタルに着目した 

地域防災力向上方策 
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１．ソーシャルキャピタルと地域防災力 

災害に関する知見や経験、災害に備えた物資備

蓄や人材・組織育成、発災後の避難や救護などの

対応力を花や果実とすれば、花が育つ土壌がソー

シャルキャピタルであり、行政は水やりや施肥と

いう形でソーシャルキャピタルを介して植物を育

てる行為と考えられる。 

本調査では行政（施設管理者）が所管施設に関

する防災力を向上させるために住民等に働きかけ

をする際に中間に介在した組織の働きに着目した。 

 

２．地域防災力向上における中間組織  

調査対象とした中間組織は、事業の実施・推進

そのものを目的として設立された協議会等の組織

ではなく、本来は他の目的のために存在していた

組織が仲介の役割を果たし、かつ継続的に活動を

行っている事例を対象とし、全国で先進的な１９

事例を調査し、以下のような代表的なモデルを設

定した。 

モデル１ まちおこしや教育等の活動をしてい

るキーパーソン（組織）に働きかけ、新たな活動

分野として防災力向上への取組みを促す 

モデル２ 高度な知識とノウハウを有する学識

経験者等が先行して地域で活動している場合に、

追随・協働して取組みを促す 

モデル３ 自治会連合会のような地縁が強く機

能している地域において、既存のネットワークを

有効利用しながら取組みを促す 

それぞれのモデルにおいて初期、発展期、成熟

期におけるシナリオを想定し、留意点を整理した。 

例えばモデル１では、初期においてはキーパー

ソンに対する基礎情報の提供が、発展期には職員

の異動時の引き継ぎ等、継続性の確保が重要とな

る。モデル３では組織の発展・成熟において市町

村の役割が重要であり、複数の市町村をまたぐよ

うな事業の場合は地域によって格差を生じてしま

うことが多いといった、事業特性とも相関がある

ことが分かった。 

 

３．まとめと今後の課題 

中間組織がソーシャルキャピタルとして機能し

ている先行事例を類型化することで、施設管理者

がより効率的に地域防災力を向上させるための中

間組織への働きかけ方法が、事業種別、地域特性

とある程度の関連性を持って整理することができ

た。さらに中間組織との関係性維持にあたっての

ノウハウを盛り込むことで、ソーシャルキャピタ

ルを利用した地域防災力向上のためのガイドライ

ンを作成する予定である。 
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